
[平成26年４月　様式２]

特定個人情報保護評価書（基礎項目評価書）

評価書番号  評価書名

4 個人住民税関係事務　基礎項目評価書

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

本町は、標記の個人情報の保護の重要性を十分に認識し、本人の権利の

保護、個人情報に関する法規を遵守します。また、最新のＩＴ技術及び社会

情勢の動向を注視し継続的改善に取り組むことをここに宣言します。

 公表日

  平成27年2月9日

特記事項

 評価実施機関名

日野町長



2) 実施しない

日野町役場総務課　鳥取県日野郡日野町根雨101番地　電話0859（72）0331

 ８．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

 連絡先 日野町役場総務課　鳥取県日野郡日野町根雨101番地　電話0859（72）0331

]

 ７．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 請求先

 ６．他の評価実施機関

 ②法令上の根拠

 ５．評価実施機関における担当部署

番号法第１９条７号、別表第二の1,29,63,64,65,107の項

並びに総務省令第1条、第34条、第35条、第36条、第54条

日野町役場住民課

矢田貝慎一

 ２．特定個人情報ファイル名

 ①部署

 ②所属長

1) 実施する

住民税課税台帳ファイル

申告受付情報ファイル

地方税電子申告情報ファイル

国税連携情報ファイル

年金特徴情報ファイル

宛名情報ファイル

 ３．個人番号の利用

 ４．情報提供ネットワークシステムによる情報連携

 法令上の根拠

番号法第９条第１項、別表第一の第16,17,38の項

並びに総務省令第16条、第17条、第30条

 ①実施の有無

＜選択肢＞

3) 未定

実施する[

Ⅰ　関連情報

 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 個人住民税関係事務

 ③システムの名称

住民税システム

申告受付支援システム

地方税電子申告支援サービス

統合宛名システム

中間サーバー・ソフトウェア

地方税法等の規定に則り、

住民税の当初課税、異動、照会や証明書の発行・通知書の出力等を行う。

特定個人情報ファイルは、以下の場合に使用する。

①課税原票の照会

②住民税課税情報の照会

③課税データ、給与所得者の異動届の入力

④納税通知書の出力

 ②事務の概要



 特定個人情報ファイル取扱者数は500人以上か

＜選択肢＞

＜選択肢＞

2) 1,000人以上1万人未満

3) 1万人以上10万人未満

1) 1,000人未満（任意実施）

 評価対象の事務の対象人数は何人か

Ⅱ　しきい値判断項目

[

 １．対象人数

4) 10万人以上30万人未満

5) 30万人以上

1) 500人以上 2) 500人未満

]

]1,000人以上1万人未満

 しきい値判断結果

Ⅲ　しきい値判断結果

基礎項目評価の実施が義務付けられる

 いつ時点の計数か 平成27年2月9日 時点

 ３．重大事故

 過去１年以内に、評価実施機関において特定個人

情報に関する重大事故が発生したか

[ 発生なし

2) 発生なし1) 発生あり

]

＜選択肢＞

平成27年2月9日 時点

 ２．取扱者数

 いつ時点の計数か

500人未満[


